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前回の被害想定からの約１０年間に住宅の耐震化や不燃化対策などの取り組みが進

展した一方、高齢化の進行や単身世帯の増加など、社会構造も変化しました。それらの

変化や最新の知見等を取り入れ、東京都が新しい被害想定を発表しました。（令和４年

５月） 

 

被害の概要（都心南部直下地震／多摩東部直下地震：冬の夕方・風速８ｍ/ｓ） 

 
 都心南部直下地震 多摩東部直下地震 

人
的
被
害
量 

死者合計 ６，１４８人 ４，９８６人 

揺
れ 

建物・急傾斜地・ブロック塀・屋外 ３，４２７人 ２，８５２人 

屋内収容物 ２３９人 ２１６人 

火災 ２，４８２人 １，９１８人 

負傷者合計 

（うち重傷者） 

９３，４３５人 

（１３，８２９人） 

８１，６０９人 

（１１，４４１人） 

揺
れ 

建物・急傾斜地・ブロック塀・屋外 
７６，９９２人 ６８，６２０人 

（９，６８９人） （８，１６５人） 

屋内収容物（うち重傷者） 
６，４９６人 ５，７２１人 

（１，３６２人） （１，２４６人） 

火災 
９，９４７人 ７，２６９人 

（２，７７８人） （２，０３１人） 

建
物
被
害
量 

建物被害合計 １９４，４３１棟 １６１，５１６棟 

全壊棟数（揺れ・液状化・急傾斜地崩壊） ８２，１９９棟 ７０，１０８棟 

焼失棟数 １１８，７３４棟 ９４，４２５棟 

エレベーター閉じ込め台数 ２２，４２６件 １９，８０８件 

出火件数 ６２３件 ５９９件 

※建物被害合計は、全壊棟数と焼失棟数の重複を除去しているため、要因別の合算値と

一致しません。 

※区市町村別の被害量詳細は、東京都ＨＰを参照してください。 
 
 
 
 
 

あ資料２ 

 震災対策における東京都のうごき 

１ 被害想定の見直し 

首都直下地震等による東京の被害想定 

（東京都防災ＨＰ） 
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 東京都は、東京都震災対策条例に基づき、区部の広域的な避難 

場所等を指定しています。この指定は、市街地状況の変化、人口 

の増減等を考慮して、おおむね５年ごとに見直しを行っており、 

今年度で９回目の見直しになります。 

指定の沿革 

昭和47年7月 条例に基づく指定 (避難場所120か所、地区内残留地区1か所、避難道路307㎞) 

昭和54年4月 第1回指定 (避難場所132か所、地区内残留地区2か所、避難道路285㎞) 

昭和60年4月 第2回指定 (避難場所135か所、地区内残留地区2か所、避難道路241㎞) 

平成4年5月 第3回指定 (避難場所146か所、地区内残留地区2か所、避難道路181㎞) 

平成10年3月 第4回指定 (避難場所167か所、地区内残留地区5か所、避難道路124㎞) 

平成14年12月 第5回指定 (避難場所170か所、地区内残留地区18か所、避難道路102㎞) 

平成20年2月 第6回指定 (避難場所189か所、地区内残留地区33か所、避難道路78㎞) 

平成25年5月 第7回指定 (避難場所197か所、地区内残留地区34か所、避難道路54㎞) 

平成30年6月 第8回指定 (避難場所213か所、地区内残留地区37か所、避難道路54㎞) 

令和4年7月 第9回指定 (避難場所221か所、地区内残留地区40か所、避難道路49㎞) 

※第9回指定は、令和4年9月1日から適用されました 

 

 

 

 大地震等の発生時、事業所では従業員等の安全確保や、一斉帰宅の抑制等による混乱

防止が重要です。防災に関する情報を職場内で発信し、防災に関する普及啓発を進める

とともに、災害時に周囲の人たちに安全確保行動を呼びかけるなど、平時はもとより発

災時も都と直接つながって、職場で対策を推進するリーダーを定める事業所防災リーダ

ー制度がスタートしました。 

 

２ 避難場所等の指定 

３ 事業所防災リーダー制度 

震災時火災における避難場所及び避難 

道路等の指定（東京都都市整備局ＨＰ） 

事業所防災リーダー制度 

（東京都防災ＨＰ） 


